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研究成果の概要（和文）：防災対策が脆弱な中低所得国における災害時の保健医療サービス提供者の状況を把握
し、被災地の地域保健活動の継続や質の確保を可能とする災害対策の考察を目的とする実践研究である。
事業継続計画の先行研究レビューを行い、2013年フィリピン台風30号被災地域レイテ及びサマール島全69地区の
公的保健医療施設の被災状況を3段階に類型化し、インタビュー実施した。結果、壊滅的被害施設では、臨床面
で国内外緊急支援を受け、保健行政に特化し職員を配置し、情報発信・共有により行政サービスに集中し、被害
規模が中程度で外部支援が得られなかった施設では、ハードの回復、組織活動再編成、地域との連携・協働等に
おいて課題を残した。

研究成果の概要（英文）： Disaster preparedness and business continuity have become more crucial than
 ever. For strengthening and enabling continuity of community health activities in developing 
countries in case of disaster, we reviewed the literature to identify disaster preparedness and 
business continuity in public health, and conducted a case study on the super typhoon Haiyan in 2015
 in Philippines with developing “Business Continuing Plan”.
Lessons learned from the Haiyan was that heavily damaged health facilities received emergency 
clinical and medical assistance from domestic and abroad, and concentrated on health administrative 
services with allocating staff with sharing information. On the other hand, moderately damaged 
facilities could not obtained external medical supports, and reorganization and recovery of public 
health system was relatively slow, and had difficulties of cooperation and collaboration with 
stakeholder and surrounding communities.

研究分野： 災害時の公衆衛生
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１．研究開始当初の背景 
日本を含むアジア太平洋諸地域は、地震や

台風、津波等災害多発地域にある。防災先進
国である日本の地域においては、地域防災計
画に加え、保健医療分野においては、医療機
関の災害時対応マニュアルや事業継続計画
（Business Continuity Plan: BCP）等が策
定され、災害時の救急救命・公衆衛生対応、
どのように支援を受け（「受援」）協働するか、
また学校や地域コミュニティ等、他の防災活
動の連携・統合の検討が進みつつある。 
一方、自然災害により 1975 年から 2000 年

までに約 200 万人が死亡し、うち 95%が中所
得国及び低所得国に集中しているものの、大
規模災害時における保健医療分野の計画・管
理に関する系統だった研究や、アジア諸地域
を含む中所得国や途上国における災害管理
研究は極めて少ない。また、途上国において
は地域や保健医療機関の防災対策や災害対
応の実務面においても未だ対応が具体化さ
れている地域は少なく、公衆衛生上の課題と
なっている。 
 
２．研究の目的 
災害回復力（レジリエンス）を高める「事

業 継 続 管 理 （ Business Continuity 
Management: BCM）という概念に着目し、防
災先進国である日本の事例と、災害が多いに
も拘らず日常の防災対策が脆弱なフィリピ
ンを対象として、被災地域における保健医療
サービス提供者の危機管理実態を把握し、
BCM の主要素であるBCP策定において必要な
項目を分析し、チェックリストを開発するこ
とを通じ、脆弱性の高い途上国のコミュニテ
ィレベルにおける災害時の保健医療活動の
継続・質の確保を可能にする災害対策の在り
方を示すことを目的とする実践研究である。 
 具体的には、大規模災害時の多くの支援が
入る際の現地医療機関の発災後の指揮命令
系統、組織・活動編成、各職員の動き方(特
に医師、看護師・助産師、地域保健ボランテ
ィアの役割)、行政及び地域の他機関との連
絡・調整、及び受援体制について焦点を絞り、
災害時の地域保健医療活動に有用な活動体
制再構築のあり方を検討し、明らかにする。 
 
３．研究の方法 
(1) 国内外、特に先行事例である日本の阪
神淡路大震災以降の文献レビュー（研究論文、
書籍、ウェブサイト）から、BCM 及び周辺概
念の定義と、日本の災害先進国における防災
対策での示唆について整理を行い、「災害時
の保健医療サービス」というコンテクストで
適用可能な BCM及び BCPの概念及び必要な項
目を抽出する。 
(2) 「人道憲章と人道対応に関する最低基
準（スフィア・プロジェクト）」の概念およ
び構成要素を整理し、保健医療施設のみなら
ず、地域保健サービスにかかわる項目を整理

する。 
(3) 2015 年フィリピンにおける台風 30 号
(比名：ヨランダ、亜名：ハイヤン)の事例を
検討する。 
① 保健医療施設（ハード面）の被害状況に
応じた類型化を行う。 
② フィリピンで利用可能なBCP構成要素を
確認するとともに、災害医療の現況を迅速把
握し、必要最小限のデータ把握について情報
収集を行い、BCP 策定項目の明確化のため被
災時保健医療活動規定因子の実態を尋ねる
質問票（チェックリスト）を開発する。 
③ BCP 策定項目妥当性に関する量的及び
質的調査を行い、傾向をとらえる。 
 
 
４．研究成果 
(1) 先行研究として日本における BCP の文
献レビューにより概念整理を行った。災害時
の組織化と意思決定および指揮系統、情報の
発信・共有の手段、緊急時のライフライン確
保のあり方、自家発電装置／飲料水・治療用
水の確保、資源の柔軟な活用のあり方、人材
派遣／受援体制／近隣あるいは遠隔地の病
院との相互扶助のあり方、地域資源の活用、
行政や地域との連携・協働等が挙げられた。 
 
(2) 「人道憲章と人道対応に関する最低基
準（スフィア・プロジェクト）」の概念およ
び構成要素を整理した。保健医療施設のみな
らず、地域保健サービスにかかわる避難所の
運営、物資の配布、炊き出しの栄養バランス、
女性や子供など特別な配慮が必要なものへ
の対応など、災害緊急人道支援時など緊急・
復旧期から平常時の防災計画期まで事業実
施レベルの行動指針を導いていた。この成果
は、平成 28 年 4 月の熊本地震の際に最大規
模の損壊を被った益城町（災害医療および避
難所運営）で応用され、さらに徳島県の災害
対策研修としても活用されていた。 
 
(3) 事例研究として、2015 年フィリピンに
おける台風 30 号(比名：ヨランダ、亜名：ハ
イヤン)の事例を検討した。 
① 比保健省及び世界保健機関（WHO）と協
力し、フィリピン台風 30 号（ヨランダ）被
災地域のうち、研究対象地であるフィリピン
第 8 管区内全(レイテ島、サマール島) 全 69 
自治体に位置する保健医療施設(国立 3 次医
療施設、2 次医療施設、1 次医療施設及び私
立医療施設、全数約 150)の被害状況(ハード
面)を基に、地域を 3類型化した。 
 
 
 
 
 
 

 
 



② 国内外、特にフィリピンにおける研究協
力者、比保健省担当者および第 8管区搬送病
院の救急医とともに、フィリピンで利用可能
な BCP 構成要素を確認し、災害医療の現況を
迅速把握必要最小限のデータ把握について
協議し、BCP 策定項目の明確化のため被災時
保健医療活動規定因子の実態を尋ねる質問
票（チェックリスト）を開発した。 
項目として、1)保健活動の拠点・人材、2)

防災計画及びマニュアルの職務記載、活動体
制の再編・調整、3)災害時の組織化と意思決
定および指揮系統、4)情報発信・共有の手段、
5)人材派遣／応援・受援体制／近隣あるいは
遠隔地の医療施設との相互扶助のあり方、6)
地域資源の活用、7)行政や地域との連携・協
働を想定、8)緊急時のライフライン（自家発
電装置／飲料水・治療用水の確保）確保のあ
り方の重要性が挙げられた。 
 
③ 保健医療分野における災害時の事業継
続やメンタルヘルスを含むワークショップ
を実施するとともに、フィールド調査を通し
て BCP 策定項目妥当性に関する量的及び質
的調査を行った。 
比保健省及び WHO 担当者並びに第 8 管区

（レイテ島およびサマール島）を包含する 3
次医療施設（ Eastern Visayas Regional 
Medical Center）の救急医を対象として、BCM 
の視点からグッド・プラクティスと思われた
点及び課題とその解決方法ついて、キー・イ
ンフォーマント・インタビューを行い、また
1 次保健医療施設の対象施設を抽出後、保健
医療施設長・地域保健行政トップである医師
乃至副施設長の看護師を対象として質問票
に基にインタビューを行った。 
結果、壊滅的被害の保健医療施設において

は、臨床面ではヒト・モノを十分に持つ国内
外の緊急支援を受け入れ（受援）、従来のス
タッフは保健行政サービスに集中する傾向
がみられた。地域保健行政を目的として定め、
保健行政に特化した職員の配置を行い、指揮
命令系統を確保したうえで、情報の発信を行
い、自治体や支援団体、周辺自治体との情報
共有・連携が進んだ。 
他方、被害規模が中程度且つ外部支援が得

られなかった地域においては、自家発電装置
／飲料水・治療用水等（ハード）の確保に加
え、指揮命令系統、組織活動編成を立て直す
も、担当区域の臨床・行政サービス面に加え、
周辺地域の保健医療機関との連携・協働等に
おいても課題を残した。 
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